
 

資料５ 

 

幼児教育・保育無償化の概要について 

 

 

１ 令和元年１０月１日からの幼児教育・保育無償化の趣旨 

急速な少子化の進行並びに幼児期の教育及び保育の重要性に鑑み、総合的な少子

化対策を推進する一環として、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図るため、

幼児期の教育・保育を行う施設等の利用に関する給付を行う。 

 

２ 幼児教育・保育無償化の対象者及び対象範囲等の概要 

   
 

３ 認可保育所における副食費補助の創設 

今般開始される幼児教育・保育の無償化において、従来利用者負担（保育料）に

含まれると定義されていた副食費を無償化の対象外とし、保護者から実費徴収する

こととされた。本市においては、子育て世代の負担軽減を図るため保護者の負担が

ないよう、市独自の補助制度を創設する。 

 

４ 愛育手当の対応 

  愛育手当は、認可外保育施設等を利用している児童のうち、保育室等保護者助成

金等を受けていない児童の保護者を対象とした手当である。幼児教育・保育の無償

化に伴い、無償化の恩恵を受けない施設を利用している児童の保護者等を対象とす

るよう制度改正を行う。 


